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217001 公共施設見直し方針策定

区分

事業区分 施策体系 2170 公共施設再構

評価者 所管課長 存廃判断 可 ＮＰＯ協働 可

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

公共施設全般（民営化済・統廃合済・指定管理者導入予定・保田養護学校を除く）

１ 公共施設の利便性が向上し、効率的な運営をしている。
２ 幅広い年齢や目的の区民が連携し、相互に支えあっている。
３ 区有財産が有効に活用されている。
４ 地域との合意が形成されている。
５ コミュニティ拠点施設が再編されている。

平成17年度開始。準備段階として、平成15年度は施設白書を作成し、公共施設の課題を
取りまとめた。平成16年度は更なる検討を進めるため、公共施設見直し検討委員会を設置
した。平成17年度は、公共施設見直し検討委員会の報告書をふまえ、公共施設見直し推進
計画（素案）を策定した。
平成18年度は、素案を基に計画を策定し、（仮）交流・活動センター再編検討委員会及

び作業部会を設置する。委員会に諮りながら、ＮＰＯと一緒に地域協働モデル地区の選定
・課題整理と、公共施設ＩＴ予約システムの仕様の決定を行う。

なし

公共施設の見直しは、時代の要請・区民ニーズ・財政状況を踏まえ、段階的に進めなけ
ればならず、長期に渡る取り組みである。平成18年から平成67年までの50年間に、平均55
億円／年の建替え経費が予測される。厳しい財政状況にありながらも、区民の要請に応え
ながら、効果的・効率的な再編を行う必要がある。

成果指標１：地域協働モデル実施地区数
活動指標１：公共施設見直し検討委員会開催数
活動指標２：（仮）交流・活動センター再編検討委員会及び作業部会開催数

継続。区民サービスの向上と公共施設建替え経費の削減を図るためには、公共施設の見直
しは不可欠である。

はい。公共施設の建替え経費は膨大であり、見直しは、財政上の大きな課題である。

実施可能。平成18年度より、ＮＰＯと協働にて、地域協働モデル地区の選定を行っていく
。施設の運営に当たっては、指定管理者制度の導入・公設民営・民設民営・業務委託など
の手法の導入を検討する。

いいえ。平成18年度は準備段階。モデル地区にて公共施設を（仮）交流・活動センターへ
の再編を試行するのは平成19年度、ＩＴ予約システム稼動開始は平成20年度であるため、
成果があがるのは早くても平成19年度以降となる。

あまりない。経費はＮＰＯへのコンサルタント料と職員人件費が大部分を占めるため、経
費の削減は計画の遅延・中止に直結する。但し、モデル地区での試行が完了し、再編が軌
道に乗った段階で、本事業の縮小・廃止が見込まれる。
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